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協力者会誌主査・筑波大学大学院）  

新科目の設置に際しては次の二つの基準を考えた。第一  
に、一大学で実践例があることである。どこかの大学で開講  

で  

ある。第二に、既存科目やその内容をもとに発展したもの  
であることである。選択科目から必修科目への発展、1単   

実  

考えられる。   

涙管科目の時間数  

科目の検討を行う過程で、養成過程の実情を把握するた  
めに、演習科目の実際の時間数を調査・分析した。その結   
果、釣6割の大学で、l単位当たり半期15回30時間で、   
約4割の大学で、2単位当たり半期15回30時間で行わ  
れていることがわかった。この1単位当たりの時間数が大   

学の学則で定めら批いる場合、司書課程の都合だけでは、   
1単位当たりの時間数を変更することは難しい。  
このような大学では、演習科目の単位数を増やすと、演  
習科目の時間数が大幅に増える。これに対処するには、演  

習科目の単位数は、やむなくこれまでと同「水準に抑え、  
的  

方  

演習科目は、縮小するか、講義科目に変更するかのどちら  
を選択することになる。  

担  

現  

単  

科目内容については、大学での教育にふさわしい理論的   

体  

担  

的なものとしたいと考えている。   

込  

科目の構成や名称については、現在検討中であるため、  
術  

図義虔概論は、図書館の本質を学ぶ科目で、きわめて重   
で  

た。・そこで、図書館行政、図書館ネットワーク等に関する  
を  

な  

書  

児針トービス論では、子どもの読書の意義を明確にする   
ために、「発達における読書の意義j「学習における読書の  
意義」を設けたt㌔  

図義虔サービス論では、全国図書館大会でも指櫛された  
ように、職員と利用者のコミュニケーションがうまくいっ   
ていない例が見られるところから、「接遇、コミュニケー   
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捌こ  

これからの図書館の在り方検討協力者会誌（第3期）  

は、9月以降、試案に対する関係団体の意見を求めて、ヒ  
アリングを実施し、それを参考にしつつ、最終案の策定に  
向けて検討中で、2∝粉年1月にパブリックコメントを  

施する予定である。以下では、2008年12月13 日の時点  
で、今回の検討の背景となる考え方と検討の経過について  

述べたい。なお、このうちの考え方は個人的な見解である。   

1．基棚奪え方   

鰍方   

改革には急進的な改革と漸進的な改革がある。前者は一  
度に改革を行うもので、後者は改革を積み重ねるものであ  
る。司書課程の教員の中にも急進的な改革を求める意見が  
あるが、個人としては、後者の方払を運びたい。一般に、  
急進的な改革を行った場合には、失敗に終わる例が少なく  
ない。仮に急進的な改革を行いたい場合でも、まず漸進  

な改革を行い、それが成功した段階で、次の改革を急ぐ  
が確実で効率的である。また、昨今の経済不況と少子化に  
よる大学経営の困難性を考慮する必要があると考える。  

科目触らえ方   
科目の増加については、単位数の増加による効果と負  
の増加を十分考慮する必要がある。現行の20単位は、  
状では明らかに不十分である。例えば、図書館経営論l  

位では、図書館経営を十分に学習することはできない。こ  

のような科目では単位の増加が必要である。しかし、全  

であまり科目と単位数を増やすと、教員、学生双方の負  
が増加する。   

最も重要なことは、必要な科目や内容がきちんと盛り  
まれていることである。必要な科目や内容が欠けていれば、  

単位数が多くても、役に立たない。その点では、情報技  

に関する科目、図書館の制度と行政に関する科目等のこれ  
まで不足していた科目が加えられているかどうかが間廣  

ある。   
個々の科目の充実を図ろうと考えると、単位数の増加  
求めがちである。その結果、図書館情報学専攻科に近く  

り、司書絶としてはバランスを欠いたものとなる。司  

課程の科目はあくまで基礎である。検討の過程では、この  
ような反省が必要になることが多かった。   

また、今後は、大学院での教育を考慮する必要があり、  
その点から、学弥レベルの履修単鮭数には限界があるとい  

う意見があった。この考え方も考慮する必要がある。  

新料醜荘の条件  



全国公共図書館協議会の各科目に関する意見は次の通り  

である。概ね試案に賛成する。図書館経営や制度・行政論  
にかかる科目、演習にかかる科目、情報にかかる科目が増  
加したことを評価する声が多い。ただし、逆にその点を重  

視しすぎているとの意見もあった。また、．基本的及び実践  
的な知識や技術の習得に必要なサービスや資料、図書館史  
といった科目が減少していることを懸念している意見もあ  

った。   

大学・短大関係団体からは、図書・図書館史を選択科目  
として残すことを求める意見が目立ったほか、図書館制度  

・行政論と図書館経営論の統合が可能であることを示唆す  

る意見もあった。   

4 科目数・単位数の検討方法   

単出蜘d耶帽庵先付胡酎ヒ  

1弼年の検討の際には、当時の19単位に対して、図書  

館学教育部会が封単位案を提案し、生涯学習審議会社会  
教育分科審議会は、報告で20単位が適当であると述べた。   
今回は、協力者会議が、第2期の「試案」で、28単位  
を提案した。ただし」これは、演習科目の時間数は2単位  
当たり半期15回30時間が条件である。これに対して、日  

本図書館協会が封単位を擾奏し、一部の大学・短大関係  
団体は、これを受けて、凱単位案を環奏している。   
このように、1労6年の検討の際とは、立場が全く逆に  

なっている。協力者会議が24単位以上を提案するには、  
その単位数が実現可能かどうかを検討する必要が生じる。  
これは従来にはなかった点である。  

声一朗榊   

科目と単位数を決定する際には、必要な学習内容を追求  
し、それに必要な科目数・時間数を明らかにした上で、全  
国の大学・短大の司書課程において、どの程度の時間数の  
増加が実際に可能かを判断する必要がある。このため、全  
国の大学・短大の全司書課程の開講している単位数、演習  

科目の単位数と時間数、授業時間数、講義時間数を調査し、  
時間数によって階層に分けて分析した。それを基に、単位  
数を検討して示して行きたい。   

説検討欄と舎後の展望   

醐   

今回の検討における特徴は、大学関係者だけでなく、公  

共図書館関係者の意見をかなり聞くことができたことであ  

る。全国公共図書館協議会が、全国の公共図書館の意見を  
集約されたこと、全国図書館大会の図書貯筆数育部会に多  
数の公共図書館職員が出席して発言されたことに感謝した  

い。  

瑠職者の学習汚法   

今回は、最初に設置可能な科目数、単位数を検討すると  
いう方放ではなく、まず必要な学習内容を追求し、それに  

ション」を設けたい。   

図書館資料論では、図書館職員の資料に関する知識の不  
足が指摘されるところから、「図書館職員と資料に関する  

知識」等を設けて、資料に関する知識の充実を図りたい。   
図書輪は選択科目とし、できるだけ多様な科目を開  
講できるように展開するとともに、選択科目に図書・図書  

館史等の科目を設けたい。   

科目の区分では、図書館サービスに関する科目が4科目  

8単位で、図書館資料に関する科目が3科目6単位である  
ため、資料論軽視であるとの意見が寄せられることがある。  
外見ではそのように見えるが、児童サービス論の内容の半  

分近くが資料に関する事項であるため、その点を考慮する  
と、サービス論と資料給はほぼ均衡することになる。   

乱科目数・単位勤肛耶甘苛意見   

ヒアリングと意見の概要   

ヒアリングは、公立図書館1館、私立大学短期学部の司  

書課程1校、公立短期大学協会、私立大学通倍教育協会を  
対象に行った。大学・短大関係団体や、日本図書館協会、  

全国公共図書館協議会などの図書館関係団体から意見が寄  

せられた。   

これらの団体は、司事資格を付与する側と司番有資格者  
が勤務する図書館の二つの立場に分けて考えることができ  

る。大学・短大関係団体、図書館関係団体の数は異なるも  
のの、両者の意見は同等の意義を持つものと受け止めたレ㌔  
なお、日本図書館協会には図書館学教育部会と公共図書館  
部会があるので、両者を包括した位置にあると考えられる。  

科目軌ヒ単位数   

この中で、全国公共図書館協議会の意見は重要である。  
単位数の増加には、概ね賛成であるが、短期大学での取得  
や就職後に取得する場合は、負担が大きいように思われる、  
という意見である。このように、短期大学等での負担増加  
を懸念しつつも、単位数の増加には基本的に賛成している。  

また、9月の全国図書館大会では、公共図書館職員から単  
位数の増加に対して賛成の意見が多かった。   

これに対して、大学・短大関係団体では、最低取得単位  
数の引き上げは賛成だが、取得希望者や担当教官の負担増、  

非常勤講師の増員などが予想されることから、日本図書館  
協会が提示している封単位を大枠とすることを要望する  

意見や、8単位の増加iま教育課程にもかなりの無理が出る  
ので、せめて4単位の増加にとどめ、単位数の鯛は避け  

るべきであるという意見があった。   

日本図書館協会は、理事長名で、封単位を大枠に最大26  
単位に収めること、2単位の「図書館楓は自由開講科  
目としてオプション科目とすることを要望している。これ  
は必修針目封単位案である。このほか、図書館学教育部  
会幹事会案があり、部単位を軽案している。ただし、こ  
れは、演習時間が2単位当たり半期15回30時間という条  
件付きである。  
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必要な科目数、単位数を明らかにしたため、実際に設置可  

能な科目、単位数との間にギャップが生ずる。このギャッ  
プは埋める必要があり、その手段としては、研修受講、司  

番課程での学習、大学院進学などさまざまな手段が考えら  

れる。   
司書課税の科目は学生だけが学ぶものではなV㌔司書課  

税の科目等履修生制度、適倍数育、集中請義等や司書許習  
を利用すれば、現峨者も学習できる。特に、現職者は新設  
科目を学習することが望ましV㌔図書館で隕「新規採用  

がないため、図書館経営論等の新規科目を履修している職  

員がいない」という声を聞くことがあるが、上記のような  

方法を用いれば、現職の図書館職最も学習することができ  
る。現職常に役立つ科目が充実することが期待される。   

司書捌   

司書課程は「地域における図書館関係学識経験者の人的  

・組織的劫軌 ととらえることができる。司書課程の大学  

教員は、図番館に関する地域の学識経験者である。その県  
に司書課程が一つしかなければ、その教員は県内の唯一の  
学識経験者である。   

このように考えると、司書離陸では、学生の養成ととも  
に、社会貢献が重要になる。社会貢献とは、社会に対する  
図書館に関するPR・アピール活動、図書館に関する啓蒙  
活動である。その方法としては講演会や公開講座が効果的  

であるムこれによって、地域の自治体職員、自治・まちづ  
くり関係者、学校数員、読書関係者などに理解者を獲得す  
ることができる。地域社会に理解者を獲得すれば、司書課  

程の運営、学生の養成、学生の就職隆会の確保にも良い影  
響を与えることが考えられる。   

鋤こ   
との間、さまざまな形でご意見を頂きました各関係団体  
・関係者の皆様に心からお礼申し上げます1  

（みない ひでき）   
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